
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成17年12月16日

【中間会計期間】 第８期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)

【会社名】 株式会社一休

【英訳名】 Ikyu Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 森 正文

【本店の所在の場所】 東京都港区元赤坂一丁目７番18号

【電話番号】 (03)5786－7350（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役 管理グループマネージャー 大橋 広樹

【最寄りの連絡場所】 東京都港区元赤坂一丁目７番18号

【電話番号】 (03)5786－7350（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役 管理グループマネージャー 大橋 広樹

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については、記載しておりません。 

２ 第８期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第６期は新株引受権及び新株予約権の残高が、第７期は新

株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載

しておりません。 

６ 従業員数欄の[ ]は外書きであり、臨時従業員(人材会社からの派遣社員を含む)当中間会計期間の平均雇用

人員であります。 

７ 当社は、平成17年６月15日付で株式１株につき20株の株式分割を行っております。  

  

第一部 【企業情報】

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間

自 平成15年 
   ４月１日 
至 平成15年 
   ９月30日

自 平成16年
   ４月１日 
至 平成16年 
   ９月30日

自 平成17年
   ４月１日 
至 平成17年 
   ９月30日

自 平成15年 
   ４月１日 
至 平成16年 
   ３月31日

自 平成16年
   ４月１日 
至 平成17年 
   ３月31日

営業収益 (千円) ― ― 918,319 700,573 1,241,006

経常利益 (千円) ― ― 566,975 401,913 726,010

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 335,568 220,508 434,719

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 864,570 186,950 231,700

発行済株式総数 (株) ― ― 100,440 3,346 4,476

純資産額 (千円) ― ― 2,971,144 507,376 1,031,596

総資産額 (千円) ― ― 3,305,746 711,233 1,343,169

１株当たり純資産額 (円) ― ― 29,581.28 151,636.80 230,472.75

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 3,621.16 65,902.26 128,849.11

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 3,298.55 ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 89.9 71.3 76.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 245,623 296,350 466,484

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △19,866 △5,581 28,742

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 1,584,703 ― 88,409

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,878,550 484,452 1,068,089

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(名) ― ―
16
[8]  

9
[6]

14
[6]



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２  従業員数欄の[ ]は外書であり、臨時従業員（人材会社からの派遣社員を含む）当中間会計期間の平均雇用

人員であります。  

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 16[8]



第２ 【事業の状況】 

当中間会計期間（平成17年４月1日から平成17年９月30日まで）に係る本半期報告書は、最初に提出する

ものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景として設備投資は増加傾向が強まる

中、雇用・所得環境の改善に伴い、個人消費が堅調に推移していることから、需給面からのデフレ圧力

は弱まっており、昨年以降続いてきた景気の踊り場局面は脱却に向かっていると見られます。しかしな

がら、原油価格上昇による企業収益の悪化、定率減税縮小による家計の負担増、米国の「双子の赤字」

問題の深刻化とこれに伴うドルの急速な下落、中国経済の減速などが、景気下振れリスク要因として挙

げられ、景気の行き先不透明な部分が依然として残ります。 

 ホテル・旅館の宿泊予約は、これまでの電話予約、旅行代理店経由での予約が減少し、替わってイン

ターネットでの予約が増加する傾向が定着してきました。これまでホテルが先行して普及してきたイン

ターネット予約ですが、ここに来て旅館の中にも積極的に取り組むところが増えてきました。 

このような状況の中、当社は、より一層のブランドイメージの向上を図るべく、高級ホテル・高級旅

館のラインナップの充実、会員にとって魅力あるプランの提供、豊富な提供客室数の確保に努めまし

た。また平成17年８月には、東証マザーズに上場いたしました。上場したことにより、宿泊施設からの

新規参加要請が以前と比べ増えるなど、知名度の向上効果がありました。当中間会計期間におきまして

は、「ゴールデンウィーク特集and一休.com５周年記念キャンペーン」「サマープラン特集」「花火特

集」等、魅力的なキャンペーンを積極的に展開するとともに、「こだわり検索」「１名利用クイックサ

ーチ」機能を追加し、ユーザーの利便性を高めました。また、超高級ホテルと宿泊予約専業サイトとし

ては唯一契約を行う等、競合他サイトとの差別化を図っております。会員数は、前事業年度末の約79万

人から当中間会計期間末は約95万人に増加しております。 

 当中間会計期間末の「一休.com」および「eオークション」での取扱施設数は、ホテル525施設、旅館

244施設、合計769施設となり、前事業年度末のホテル499施設、旅館200施設、合計699施設から70施設

増加しました。 

 「一休.com」は、販売宿泊数が約56万泊、販売取扱高が12,472百万円となりました。 

 「ｅオークション」は、販売宿泊数が約9千泊、販売取扱高が215百万円となりました。 

 「広告収入」は、アクセス数アップを反映し、単価アップを実施いたしました。 

 その結果、営業収益は918百万円となり、営業利益は575百万円、経常利益は566百万円、中間純利益

は335百万円となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は前事業年度末と比べ、1,810百万円増加し、2,878百

万円となりました。なお、現金預金の他691百万円を安全性の高い金融商品（有価証券勘定）として保

有しております。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

  

  〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉   



当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益が566百万円あっ

た一方で、法人税等の支払額218百万円、売上債権の増加額115百万円等があり、245百万円の収入とな

りました。 

  

  〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉 

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に大阪のＤＲサイト（災害発生時

用のバックアップサイト）構築等を含む有形固定資産の取得による支出14百万円、増員等による事務所

増床の為の敷金差入れによる支出5百万円等により19百万円の支出となりました。 

  

〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉 

東証マザーズ上場時の公募増資及び新株予約権の行使により株式発行による収入があったため、

1,584百万円の収入となりました。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      

  

  

内  訳 販売高(千円)

サイト運営手数料収入 882,882

「一休.com」 866,542

「eオークション」 15,146

「乾杯.jp」 1,193

広告収入、その他 35,437

合  計 918,319



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 358,080

計 358,080

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 100,440 100,440
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 100,440 100,440 ― ―



  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 新株予約権 

（平成16年３月26日 臨時株主総会決議） 

  

 
（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、各発行対象者の１個当たりの新株予約権の行使により発行され

る株式の数は、次の算式により調整されるものとします。なお、かかる調整は、当該時点においてその者が

新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式につ

いては、これを切り捨てるものとします。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２ 発行価格は、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整するものとし、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 
また、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算

式により払込金額を調整するものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 
   ３ 権利行使時において当社または当社の子会社の取締役または従業員の地位にあることを要します。ただし、

任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではありません。 

     新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人がこれを行使できるものとします。 

     その他の条件については新株予約権者と締結した「新株予約権付与契約書」によります。 

    

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 75 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)（注１） 1,500 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)（注２） 7,500 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月２日から
平成24年６月27日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)（注２）

発行価格  7,500
 資本組入額 3,750

同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要します。 同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
   １    

分割・併合の比率

調整後 

払込金額

 

＝ 

調整前 

払込金額
×
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整前の払込金額

既発行株式数＋新発行株式数



（平成16年６月28日 定時株主総会決議） 

  

 
（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、各発行対象者の１個当たりの新株予約権の行使により発行され

る株式の数は、次の算式により調整されるものとします。なお、かかる調整は、当該時点においてその者が

新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式につ

いては、これを切り捨てるものとします。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２ 発行価格は、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整するものとし、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 
また、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算

式により払込金額を調整するものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 
   ３ 権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要します。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではありません。 

     新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人がこれを行使できるものとします。 

     その他の条件については新株予約権者と締結した「新株予約権付与契約書」によります。 

    

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 57 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)（注１） 1,140 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)（注２） 20,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年６月29日から
平成24年６月27日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)（注２）

発行価格  20,000
資本組入額 10,000

同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要します。 同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
   １    

分割・併合の比率

調整後 

払込金額

 

＝ 

調整前 

払込金額
×
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整前の払込金額

既発行株式数＋新発行株式数



（平成16年８月９日 臨時株主総会決議） 

  

 
（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、各発行対象者の１個当たりの新株予約権の行使により発行され

る株式の数は、次の算式により調整されるものとします。なお、かかる調整は、当該時点においてその者が

新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式につ

いては、これを切り捨てるものとします。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２ 発行価格は、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整するものとし、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 
また、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算

式により払込金額を調整するものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 
   ３ 権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要します。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではありません。 

     新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人がこれを行使できるものとします。 

     その他の条件については新株予約権者と締結した「新株予約権付与契約書」によります。 

    

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数(個) 40 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)（注１） 800 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)（注２） 20,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月10日から
平成24年６月27日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)（注２）

発行価格  20,000
資本組入額 10,000

同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要します。 同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
   １    

分割・併合の比率

調整後 

払込金額

 

＝ 

調整前 

払込金額
×
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整前の払込金額

既発行株式数＋新発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注１) 株式分割(１：20)によるものであります。 

(注２) 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

 発行価格 550,000円   引受価額  511,500円 

 発行価額 399,500円   資本組入額 199,750円  払込金総額 1,544,730千円 

(注３) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
（注）前事業年度末現在主要株主であったHTC PARTNERS Ⅱ,L.P.は、主要株主ではなくなっております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年６月15日 
(注１)

85,044 89,520 ― 231,700 ― 99,700

平成17年８月２日 
(注２)

3,020 92,540 603,245 834,945 941,485 1,041,185

 平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

(注３)
7,900 100,440 29,625 864,570 29,625 1,070,810

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

森 正文 東京都大田区久が原６丁目14-22 59,120 58.86

HTC PARTNERS Ⅱ,L.P.
Maples and Calder,Ugland House,South
Church Street,P.O.Box309,G.T.,Grand 
Cayman,British West Indies.

4,324 4.31

小野 憲 東京都調布市佐須町１丁目3-8 2,400 2.39

森 淳子 東京都大田区中央５丁目5-5 1,200 1.19

伊藤 栄子 東京都台東区浅草５丁目38-9 1,140 1.14

本田 元和 東京都新宿区西新宿５丁目24-14-308 1,100 1.10

浅井 慶三
神奈川県横浜市神奈川区大口仲町
61-6-202

1,100 1.10

戴 漢民 東京都台東区西浅草３丁目7-13-201 1,100 1.10

栗原 俊樹 千葉県市川市南八幡４丁目18-19-705 1,100 1.10

藤原 貴夫 東京都杉並区永福３丁目42-9-308 1,100 1.10

計 ― 73,684 73.36



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が16株含まれております。また、 

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。 

当社株式は、平成17年８月３日から東京証券取引所市場(マザーズ)に上場されております。それ以前について

は、該当事項はありません。 

  

３ 【役員の状況】 

有価証券届出書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 100,440 100,440 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 100,440 ― ―

総株主の議決権 ― 100,440 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) ― ― ― ― 1,080,000 740,000

最低(円) ― ― ― ― 656,000 546,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る本半期報告書は、最初に提出す

るものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 2,187,112 1,068,089

２ 売掛金 299,276 183,395

３ 有価証券 691,437 －

４ その他 40,165 26,986

  貸倒引当金 △120 △220

流動資産合計 3,217,871 97.3 1,278,250 95.2

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１ 23,881 12,951

２ 無形固定資産 2,960 2,913

３ 投資その他の資産

(1) その他 61,166 49,298

(2) 貸倒引当金 △133 △244

投資その他の資産合計 61,032 49,053

固定資産合計 87,874 2.7 64,918 4.8

資産合計 3,305,746 100.0 1,343,169 100.0



 
  

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 未払金 33,703 25,653

２ 未払法人税等 246,626 224,191

３ その他 ※２ 36,021 45,828

流動負債合計 316,352 9.6 295,673 22.0

Ⅱ 固定負債

１ 役員退職慰労引当金 18,250 15,900

固定負債合計 18,250 0.5 15,900 1.2

負債合計 334,602 10.1 311,573 23.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 864,570 26.2 231,700 17.3

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 1,070,810 99,700

資本剰余金合計 1,070,810 32.4 99,700 7.4

Ⅲ 利益剰余金

１ 中間(当期)未処分利益 1,035,764 700,196

利益剰余金合計 1,035,764 31.3 700,196 52.1

資本合計 2,971,144 89.9 1,031,596 76.8

負債資本合計 3,305,746 100.0 1,343,169 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 918,319 100.0 1,241,006 100.0

Ⅱ 営業費用  342,835 37.3 514,190 41.4

営業利益 575,484 62.7 726,816 58.6

Ⅲ 営業外収益 ※１ 10,817 1.1 293 0.0

Ⅳ 営業外費用 ※２ 19,325 2.1 1,100 0.1

経常利益 566,975 61.7 726,010 58.5

税引前中間(当期)純利益 566,975 61.7 726,010 58.5

法人税、住民税 
及び事業税

241,000 310,200

法人税等調整額 △9,593 231,407 25.2 △ 18,909 291,291 23.5

中間(当期)純利益 335,568 36.5 434,719 35.0

前期繰越利益 700,196 265,476

中間(当期)未処分利益 1,035,764 700,196



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間(当期)純利益 566,975 726,010 

減価償却費 3,713 6,318 

貸倒引当金の増加額（△は減少額） △210 464 

役員退職慰労引当金の増加額 2,350 4,400 

受取利息 △8 △290

新株発行費 19,276 1,090 

売上債権の増加額 △115,881 △65,288

営業債務の増加額 8,443 12,646 

その他 △20,278 34,266 

小計 464,379 719,617 

利息の受取額 9 301 

法人税等の支払額 △218,765 △253,434

営業活動によるキャッシュ・フロー 245,623 466,484 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 10,005 

有形固定資産の取得による支出 △14,282 △9,245

無形固定資産の取得による支出 － △2,899

貸付金の回収による収入 － 48,000 

敷金預入れによる支出 △5,184 △13,539

その他 △400 △3,579

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,866 28,742 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 1,584,703 88,409 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,584,703 88,409 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 1,810,461 583,636 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,068,089 484,452 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 2,878,550 1,068,089 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 有価証券

 その他有価証券 

証券投資信託のうち預金と同様の

性格を有するもの

  移動平均法による原価法を採用

しております。

―――――― 

 

 

 

 

２ 固定資産の減価償却の方法

 
 
 
 
 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

器具備品    ４～15年

(1) 有形固定資産

同左

 

  
 
 
 
 
 
 

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年以内)に基づく定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

３ 繰延資産の処理方法 新株発行費

  支出時に全額費用として処理して

おります。 

新株発行費
        同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備える

ため一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備える

ため一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(追加情報)

  貸倒懸念債権が当事業年度より

発生したため、当事業年度末より

貸倒引当金の計上を行っておりま

す。

(2) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

(2) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書(キャッシュ・フロー計算

書)における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得

日から満期日までの期間が３か月

以内の、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期投資から

なっております。 

同左

６ その他中間財務諸表(財務諸

表)作成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



  会計処理の変更 

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日）

前事業年度
（自 平成16年４月１日 
   至 平成17年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基

準」 （「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。

            ―――――― 

 

 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   19,144千円 

※２ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、 

   流動負債のその他に含めて表示しております。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   15,793千円 

※２      ―――――― 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目 

   保険解約益          10,386千円

※２ 営業外費用の主要項目 

    新株発行費           19,276千円

 ３ 減価償却実施額 

   有形固定資産          3,351千円 

   無形固定資産           361千円

※１      ―――――― 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

   新株発行費          1,090千円 

 ３ 減価償却実施額 

   有形固定資産         5,166千円 

   無形固定資産         1,152千円



  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

会社の事業内容に照らして重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため中

間財務諸表等規則第５条の３において準用する財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により記載

を省略しております。 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

会社の事業内容に照らして重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため財

務諸表等規則第８条の６第６項の規定により記載を省略しております。 

  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 
有価証券

2,187,112千円
691,437千円

現金及び現金同等物 2,878,550千円  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,068,089千円

現金及び現金同等物 1,068,089千円



(有価証券関係) 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

時価評価されていない有価証券 

 
 

前事業年度末(平成17年３月31日) 

有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

  

内   容 中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
691,437

  公社債投信



(１株当たり情報) 

  

 
 

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

  

 
 

  

  

項目
当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 29,581円28銭 230,472円75銭

１株当たり中間(当期)純利益 3,621円16銭 128,849円11銭

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益

  3,298円55銭

 当社は、平成17年６月15日付で株式１

株につき20株の分割を行っております。

当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりとなり

ます。
１株当たり純資産額      11,523円64銭 
１株当たり当期純利益      6,442円46銭 
潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益            ―    
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権の残

高がありますが、当社株式は非上場か

つ非登録であり、期中平均株価が把握

できないため記載しておりません。

項目
当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間（当期）純利益（千円） 335,568 434,719

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 335,568 434,719

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 92,669 3,374

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

中間（当期）純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 9,063 ―

（うち新株予約権） （9,063） ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要

 

――――――

新株予約権４種類(新株予約

権の数合計254個) 



(重要な後発事象) 

  

 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

――――――

 

 

 

 

 

 

 

株式分割について

 平成17年５月27日開催の取締役会決議により、次のと

おり株式分割による新株式の発行を行っております。

(a) 平成17年６月15日付をもって普通株式１株につき

20株に分割

①分割により増加する株式数 普通株式 85,044株

②分割方法 平成17年６月15日最終の株主名簿に記

載又は記録された株主の所有株式数

を、１株に付き20株の割合をもって分

割

(b) 配当起算日 平成17年４月１日

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当期における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額

7,581円84銭

１株当たり純資産額

11,523円64銭

１株当たり当期純利益

3,295円11銭

１株当たり当期純利益

6,442円46銭

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、新株引受権及

び新株予約権の残高があ

りますが、当社株式は非

上場かつ非登録であり、

期中平均株価が把握でき

ないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、新株予約権の

残高がありますが、当社

株式は非上場かつ非登録

であり、期中平均株価が

把握できないため記載し

ておりません。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券届出書 
及びその添付書類

(有償一般募集増資(ブックビルディン
グ方式による募集)及び株式売出し(ブ
ックビルディング方式による売出し))

平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券届出書の 
訂正届出書

上記(1)に係る訂正届出書であります。 平成17年７月15日及び
平成17年７月26日
関東財務局長に提出。

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号(主要株主の異動)の
規定に基づくもの

平成17年８月３日 
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書の 
訂正報告書

上記(3)に係る訂正報告書であります。 平成17年８月10日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

株 式 会 社 一 休 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社一休の平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社一休の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 三 浦   太 
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